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1. 主な用語の解説 
1-1  OECD 基準 

 

社会支出 
 社会支出の範囲は、人々の厚生水準が極端に低下した場合にそれを補うために個人や世帯

に対して財政支援や給付をする公的あるいは私的供給とされている。ただし、制度による支

出のみとし、人々の直接の財やサービスの購入、個人単位の契約や世帯間の助け合いなどの

移転は含まない。 
 当該制度が「社会的」と判断することが含まれる条件だが、その給付にひとつ又は複数の

社会的目的（政策 9 分野）があり、制度が個人間の所得再分配に寄与しているか、又は公的

な強制力をもってその制度が存在しているかによって判断される。 
 これらの基準を踏まえて、我が国の社会支出集計では、以下に説明する公的社会支出と義

務的私的社会支出を集計しており、施設整備費など直接個人には移転されない費用を含めた

データを提供している。公的、私的社会支出は、誰が資金面の流れを総合的にコントロール

しているか、すなわち公的機関か私的な実施主体か、という点を基礎として区別される。 
 OECD では公的社会支出・義務的私的社会支出の 2 つに費用を分けている。社会保障費用

統計においては、2 つの費用を範囲として集計している。 

 

公的社会支出 
 公的社会支出は一般政府（中央、地方政府、社会保障基金）によって資金の流れがコント

ロールされる社会支出であり、社会保険や社会扶助給付として支給される。 

 

義務的私的社会支出 
義務的私的社会支出は、私的部門により運営されるが法令により定められた社会的支援で

あり、例えば公的機関の規定に基づく雇用主による休業被用者への直接疾病手当、私的保険

基金への強制拠出による給付などがある。 

 

政策分野別社会支出 
社会支出は 9 つの政策分野に分類される。各政策分野の定義は以下の通り。なお、各政策

分野に含まれる具体的な給付・事業については 56-68 頁を参照のこと。 
(1)高齢 
 退職によって労働市場から引退した人及び決められた年齢に達した人に提供される現金給

付が対象。給付の形態は年金及び一時金を含み、早期退職をした人の給付もここに含めるが、

雇用政策として早期退職をした場合の給付は「積極的労働市場政策」に計上。高齢者を対象

にした在宅及び施設の介護サービスを計上。施設サービスにおいては老人施設の運営に係る

費用も計上。 
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(2)遺族 
 被扶養者である配偶者やその独立前の子どもに対する制度の支出を計上。 
(3)障害・業務災害・傷病 
 業務災害補償制度下で給付された全ての給付と障害者福祉のサービス給付、障害年金や療

養中の所得保障としての傷病手当金などを計上。 
(4)保健 
 医療の現物給付を計上（治療にかかる費用であって、傷病手当金は含まない）。 
(5)家族 
 家族を支援するために支出される現金給付及び現物給付（サービス）を計上。 
(6)積極的労働市場政策 
 社会的な支出で労働者の働く機会を提供したり、能力を高めたりする為の支出を計上。障

害を持つ勤労者の雇用促進を含む。 
(7)失業 
 失業中の所得を保障する現金給付を計上。なお、年金受給開始年齢であっても失業を理由

に給付されるものを含むが、それが労働政策の一部であれば「積極的労働市場政策」に含ま

れる。 
(8)住宅 
 公的住宅や対個人の住宅費用を減らすための給付を計上。 
(9)他の政策分野 
 上記に含まれない社会的給付を計上。具体的には公的扶助給付や他に分類できない現物給

付。 

 

1-2  ILO 基準 

 

社会保障給付費 
ILO の第 18 次及び第 19 次の社会保障費用調査では、次の 3 つの基準を満たすものを、

社会保障制度として定義している。 
①制度の目的が、(1)高齢 (2)遺族 (3)障害 (4)労働災害 (5)保健医療 (6)家族 (7)失

業 (8)住宅 (9)生活保護その他、のリスクやニーズのいずれかに対する給付を提供するも

のであること。 
②制度が法律によって定められ、それによって特定の権利が付与され、あるいは公的、準

公的、若しくは独立の機関によって責任が課せられるものであること。 
③制度が法律によって定められた公的、準公的、若しくは独立の機関によって管理されて

いること。あるいは法的に定められた責務の実行を委任された民間の機関であること。 
我が国では、この ILO の基準を踏まえた社会保障給付費の集計を 1950 年度分から行って

おり、個人に帰着する給付の部分を把握できるデータとして、政策立案に資する基礎資料と

しての活用を始め、幅広く利用されてきた。 
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部門別社会保障給付費 
部門別としては、｢医療｣｢年金｣｢福祉その他｣の 3 つに区分している。これは、我が国独自

の区分方法であり、ILO 第 18 次調査の社会保障給付費収支表（20-27 頁）を基礎としてい

る。 
(1)医療 
 社会保障給付費収支表のうち、「疾病・出産」の医療及び「業務災害」の医療の合計である。

医療保険、後期高齢者医療の医療給付、生活保護の医療扶助、労災保険の医療給付、結核、

精神その他の公費負担医療等が含まれる。 
(2)年金 
 社会保障給付費収支表のうち、「業務災害」の年金及び「年金」の合計である。厚生年金、

国民年金等の公的年金、恩給及び労災保険の年金給付等が含まれる。 
(3)福祉その他 
 社会保障給付費収支表の給付のうち、「医療」と「年金」以外の項目の合計である。社会福

祉サービスや介護対策に係る費用、生活保護の医療扶助以外の各種扶助、児童手当等の各種

手当、医療保険の傷病手当金等、労災保険の休業補償給付等、雇用保険の求職者給付等が含

まれる。また、再掲した介護対策には、介護保険、生活保護の介護扶助、原爆被爆者介護保

険法一部負担金、雇用保険等の介護休業給付等が含まれる。 

 

機能別社会保障給付費 
機能別社会保障給付費は、以下の定義に従って集計されている。なお、各政策分野に含ま

れる具体的な給付・事業については 72-74 頁を参照のこと。 
(1)高齢 
 退職によって労働市場から引退した人に提供される全ての給付。 
(2)遺族 
 保護対象者の死亡により生じる給付。 
(3)障害 
 部分的又は完全に就労不能な障害により保護対象者に支払われる給付。 
(4)労働災害 
 保護対象者の業務上の災害、病気、障害、死亡に対する労働災害補償制度から支払われる

給付。 
(5)保健医療 
 病気、傷害、出産による保護対象者の健康状態の維持、回復、改善の目的で提供される給

付（傷病で休職中の所得保障を含む）。 
(6)家族 
 子どもその他の被扶養者がいる家族（世帯）を支援するために提供される給付。 
(7)失業 
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(2)遺族 
 被扶養者である配偶者やその独立前の子どもに対する制度の支出を計上。 
(3)障害・業務災害・傷病 
 業務災害補償制度下で給付された全ての給付と障害者福祉のサービス給付、障害年金や療

養中の所得保障としての傷病手当金などを計上。 
(4)保健 
 医療の現物給付を計上（治療にかかる費用であって、傷病手当金は含まない）。 
(5)家族 
 家族を支援するために支出される現金給付及び現物給付（サービス）を計上。 
(6)積極的労働市場政策 
 社会的な支出で労働者の働く機会を提供したり、能力を高めたりする為の支出を計上。障

害を持つ勤労者の雇用促進を含む。 
(7)失業 
 失業中の所得を保障する現金給付を計上。なお、年金受給開始年齢であっても失業を理由

に給付されるものを含むが、それが労働政策の一部であれば「積極的労働市場政策」に含ま

れる。 
(8)住宅 
 公的住宅や対個人の住宅費用を減らすための給付を計上。 
(9)他の政策分野 
 上記に含まれない社会的給付を計上。具体的には公的扶助給付や他に分類できない現物給

付。 

 

1-2  ILO 基準 

 

社会保障給付費 
ILO の第 18 次及び第 19 次の社会保障費用調査では、次の 3 つの基準を満たすものを、

社会保障制度として定義している。 
①制度の目的が、(1)高齢 (2)遺族 (3)障害 (4)労働災害 (5)保健医療 (6)家族 (7)失

業 (8)住宅 (9)生活保護その他、のリスクやニーズのいずれかに対する給付を提供するも

のであること。 
②制度が法律によって定められ、それによって特定の権利が付与され、あるいは公的、準

公的、若しくは独立の機関によって責任が課せられるものであること。 
③制度が法律によって定められた公的、準公的、若しくは独立の機関によって管理されて

いること。あるいは法的に定められた責務の実行を委任された民間の機関であること。 
我が国では、この ILO の基準を踏まえた社会保障給付費の集計を 1950 年度分から行って

おり、個人に帰着する給付の部分を把握できるデータとして、政策立案に資する基礎資料と

しての活用を始め、幅広く利用されてきた。 
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部門別社会保障給付費 
部門別としては、｢医療｣｢年金｣｢福祉その他｣の 3 つに区分している。これは、我が国独自

の区分方法であり、ILO 第 18 次調査の社会保障給付費収支表（20-27 頁）を基礎としてい

る。 
(1)医療 
 社会保障給付費収支表のうち、「疾病・出産」の医療及び「業務災害」の医療の合計である。

医療保険、後期高齢者医療の医療給付、生活保護の医療扶助、労災保険の医療給付、結核、

精神その他の公費負担医療等が含まれる。 
(2)年金 
 社会保障給付費収支表のうち、「業務災害」の年金及び「年金」の合計である。厚生年金、

国民年金等の公的年金、恩給及び労災保険の年金給付等が含まれる。 
(3)福祉その他 
 社会保障給付費収支表の給付のうち、「医療」と「年金」以外の項目の合計である。社会福

祉サービスや介護対策に係る費用、生活保護の医療扶助以外の各種扶助、児童手当等の各種

手当、医療保険の傷病手当金等、労災保険の休業補償給付等、雇用保険の求職者給付等が含

まれる。また、再掲した介護対策には、介護保険、生活保護の介護扶助、原爆被爆者介護保

険法一部負担金、雇用保険等の介護休業給付等が含まれる。 

 

機能別社会保障給付費 
機能別社会保障給付費は、以下の定義に従って集計されている。なお、各政策分野に含ま

れる具体的な給付・事業については 72-74 頁を参照のこと。 
(1)高齢 
 退職によって労働市場から引退した人に提供される全ての給付。 
(2)遺族 
 保護対象者の死亡により生じる給付。 
(3)障害 
 部分的又は完全に就労不能な障害により保護対象者に支払われる給付。 
(4)労働災害 
 保護対象者の業務上の災害、病気、障害、死亡に対する労働災害補償制度から支払われる

給付。 
(5)保健医療 
 病気、傷害、出産による保護対象者の健康状態の維持、回復、改善の目的で提供される給

付（傷病で休職中の所得保障を含む）。 
(6)家族 
 子どもその他の被扶養者がいる家族（世帯）を支援するために提供される給付。 
(7)失業 
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 失業した保護対象者に提供される給付。 
(8)住宅 
 住居費の援助目的で提供される給付（資力調査を伴うもの）。 
(9)生活保護その他 
 定められた最低所得水準や最低限の生活必需品を得るために、援助を必要とする特定の個

人又は集団に対して提供される現金及び現物給付。 

 

社会保障財源 
財源は給付の他に運用損失・その他支出（施設整備費等）を含む全体の財源であり、大分

類では社会保険料・公費負担・他の収入の 3 つに分かれる。 
(1)社会保険料 
 事業主と被保険者に分かれる。公務員制度で事業主が国である場合は、国が事業主として

拠出した金額はたとえ国庫支出金であっても、事業主拠出に計上する（地方公務員制度につ

いても同様）。 
(2)公費負担 
 国（国庫負担）と地方（他の公費負担）に分かれる。 
(3)他の収入 
 資産収入とその他に分かれる。資産収入には利子、利息、配当金等が含まれ、その他には

積立金より受入等が含まれる。 

 

制度間移転 
(1)他制度からの移転 
 他制度からの移転には次の項目が含まれる。前期高齢者交付金、後期高齢者支援金、退職

者医療に係る療養給付費交付金、日雇特例被保険者に係る拠出金、基礎年金交付金、介護給

付費交付金等。 
(2)他制度への移転 
 他制度への移転には次の項目が含まれる。前期高齢者納付金、後期高齢者支援金、退職者

医療に係る療養給付費拠出金、日雇特例被保険者に係る拠出金、基礎年金拠出金、介護納付

金等。 
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2. 作成方法 
2-1 基幹統計を作成するために用いる情報 

作成機関・ 

保有機関 名称（注１） 複数の制度や費用が含まれる場合、その内訳（注２）

衆議院 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

参議院 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

国立国会図書館 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

裁判所 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

人事院 国家公務員災害補償等 国家公務員災害補償（一般職） 

内閣府 児童手当  

 社会福祉 防災政策費、地域活性化等復興政策費、沖縄政策費、子

ども・子育て支援推進費、男女参画社会形成促進費 

 他の社会保障制度  

 被災者生活再建支援事業  

警察庁 他の社会保障制度  

 犯罪被害給付制度  

総務省 地方公務員等共済組合 地方公務員共済、地方議会議員共済会 

 地方公務員等災害補償 地方公務員災害補償、消防団員等公務災害補償 

 旧公共企業体職員業務災害 日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社、西日

本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティコミュニケーシ

ョンズ株式会社 

 国家公務員恩給  

 地方公務員恩給  

 戦争犠牲者 旧軍人遺族等恩給費、恩給支給事務費 

 他の社会保障制度  

 地方単独事業  

外務省 国家公務員災害補償等 特別職の国家公務員に対する災害補償 

財務省 国家公務員共済組合  

 存続組合等 エヌ・ティ・ティ企業年金基金、日本たばこ共済組合、

日本鉄道共済組合 

 旧令共済組合等 旧令共済組合年金等交付金、日本製鉄八幡共済組合年金

交付金、国家公務員共済組合連合会補助金 

 旧公共企業体職員業務災害 日本たばこ産業株式会社 

 戦争犠牲者 遺族国債、引揚者国債、特別給付金国債、特別弔慰金国

債、引揚者特別交付金国債 

文部科学省 日本私立学校振興・共済事業団  

 社会福祉 スポーツ振興費 

 他の社会保障制度  

 日本スポーツ振興センター災

害共済給付 
 

 就学援助・就学前教育 初等中等教育等振興費（就学援助等）、東日本大震災復

旧・復興対策経費、私立学校振興費 

厚生労働省 全国健康保険協会管掌健康保険  




